承　諾　書

○○　○○　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成○○年○○月○○日

住　所

氏　名

                      当該未成年者との続柄（　　　　）

本書に合綴した別添　○○○○○○契約　について、下記未成年者が契約する事を、法定代理人親権者として民法第５条１項により同意・承諾致します。

     氏　　名

　　 生年月日　　　　　　年　　月　　日生

     住　　所

※注１、未成年者は、財産を保護する必要があるので、「行為無能力者＝制限行為能力者」といって、契約などの法律行為をする法的能力が制限されています。未成年者が契約書にサインしても、後で自由に取り消しできる契約になってしまいます。それでは取引の相手方は困ってしまうので、親権者（法定代理人）の承諾書を作成して、取り消しなどにより不測の損害を被らないように予防することが必要です。例外として、未成年者が適法に婚姻した場合は、大人同様の行為能力が認められます。

《参考条文》民法第４条（成年）年齢二十歳をもって、成年とする。

第５条（未成年者の法律行為）未成年者が法律行為をするには、その法定代理人の同意を得なければならない。ただし、単に権利を得、又は義務を免れる法律行為については、この限りでない。

２項　前項の規定に反する法律行為は、取り消すことができる。

３項　第一項の規定にかかわらず、法定代理人が目的を定めて処分を許した財産は、その目的の範囲内において、未成年者が自由に処分することができる。目的を定めないで処分を許した財産を処分するときも、同様とする。

第７５３条 （婚姻による成年擬制）未成年者が婚姻をしたときは、これによって成年に達したものとみなす。

第８１８（親権者）成年に達しない子は、父母の親権に服する。

２項　子が養子であるときは、養親の親権に服する。

３項　親権は、父母の婚姻中は、父母が共同して行う。ただし、父母の一方が親権を行うことができないときは、他の一方が行う。

第８２４条（財産の管理及び代表）親権を行う者は、子の財産を管理し、かつ、その財産に関する法律行為についてその子を代表する。ただし、その子の行為を目的とする債務を生ずべき場合には、本人の同意を得なければならない。

※注２、上記書式は、売買契約書や金銭消費貸借契約書（借用証書）や和解契約書（示談書）などに、添付する形の承諾書です。全部のページを合綴し、各ページに割り印を押してください。法律事務所の実務では、別添するよりも、契約書そのものの当事者欄に親権者法定代理人の欄を加え、全員の署名捺印を取る方式を取ることが多くなっています。未成年者に本書作成の取次ぎを依頼しても偽造の恐れがあるので得策ではありません。親権者と直接面会して本書を作成する事をお勧めいたします。通常は夫婦共同親権といって、両親がサインする必要があります。

